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１. 14年 9月中間期の業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日）
(1)経営成績 （百万円未満切捨）

売    上    高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 22,688 △ 6.2 852 62.9 843 61.4
13年 9月中間期 24,185 △ 8.7 523 △ 61.6 522 △ 63.0
14年 3月期 46,838 1,294 1,297

中間(当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間

( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 276 25.2 3.64
13年 9月中間期 221 △ 72.2 2.90
14年 3月期 396 5.21
(注)①期中平均株式数    14年 9月中間期    76,087,077 株   13年 9月中間期    76,088,737 株   14年 3月期    76,087,957 株

     ②会計処理の方法の変更　　 有

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

14年 9月中間期 3.50 －
13年 9月中間期 3.50 －
14年 3月期 － 7.00

(3)財政状態
総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 84,450 31,999 37.9 420.56
13年 9月中間期 85,499 32,940 38.5 432.92
14年 3月期 85,820 32,259 37.6 423.98
(注)①期末発行済株式数　14年 9月中間期     　76,086,672 株　13年 9月中間期     　76,088,737 株　14年 3月期     　76,087,398 株

 　 ②期末自己株式数　　14年 9月中間期          　2,065 株　13年 9月中間期            　121 株　14年 3月期          　1,339 株

２. 15年 3月期の業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　 売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益 １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 44,600 1,650 700 3.50 7.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   9 円 20 銭 

上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後様々な要因に
よって予想数値と異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提条件および業績予想のご利用にあたっての留意事項等につ
きましては、添付資料の「通期の見通し」を参照してください。



（個別中間財務諸表の概要に関する添付資料）

      　　　単位 : 百万円(百万円未満切捨)

        　　　　 期     別 　当 中 間 期   前       期 前期比増減   前年中間期

　科     目  (14.9.30現在)  (14.3.31現在)  (13.9.30現在)

   【  資  産  の  部  】

流  　  動 　   資　    産 〔 18,263 〕〔 19,371 〕〔△ 1,107 〕〔 19,503 〕

現 金 及 び 預 金 4,868 4,554 314 3,839

受 取 手 形 334 289 44 306

取 引 先 未 収 金 7,951 7,981 △ 30 8,614

取 引 先 立 替 金 461 776 △ 314 602

未 収 入 金 － 551 △ 551 －

有 価 証 券 3,475 4,227 △ 751 5,298

貯 蔵 品 19 47 △ 28 21

前 払 費 用 170 113 56 156

短 期 貸 付 金 603 474 129 405

繰 延 税 金 資 産 266 286 △ 20 192

そ の 他 流 動 資 産 152 101 51 101

貸 倒 引 当 金 △ 39 △ 34 △ 5 △ 34

固 　   定  　  資  　  産 〔 66,177 〕〔 66,430 〕〔△ 253 〕〔 65,961 〕

  有  形  固  定  資  産  ( 37,644 )  ( 37,503 )  ( 141 )  ( 37,604 )

建 物 18,907 17,991 916 18,555

構 築 物 488 483 5 523

機 械 装 置 466 508 △ 42 561

車 両 運 搬 具 31 35 △ 3 32

器 具 備 品 134 136 △ 2 155

土 地 17,427 17,434 △ 7 17,559

建 設 仮 勘 定 188 913 △ 724 215

  無  形  固  定  資  産  ( 1,361 )  ( 1,383 )  ( △ 22 )  ( 1,269 )

借 地 権 770 770 － 770

施 設 利 用 権 172 181 △ 8 191

ソ フ ト ウ ェ ア 418 431 △ 13 307

  投         資          等  ( 27,171 )  ( 27,544 )  ( △ 373 )  ( 27,087 )

投 資 有 価 証 券 16,006 16,928 △ 921 16,719

出 資 金 1 1 － 1

子 会 社 株 式 758 360 398 360

長 期 貸 付 金 4,935 4,843 92 4,742

長 期 前 払 費 用 8 10 △ 2 12

繰 延 税 金 資 産 512 313 198 －

そ の 他 投 資 5,133 5,270 △ 136 5,374

貸 倒 引 当 金 △ 184 △ 182 △ 1 △ 122

繰 　   延 　   資   　 産 〔 9 〕〔 18 〕〔△ 9 〕〔 33 〕

社 債 発 行 費 9 18 △ 9 33

 資     産     合     計 84,450 85,820 △ 1,370 85,499

１．中 間 貸 借 対 照 表
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                期     別 当 中 間 期 前       期 前期比増減 前年中間期

　科     目 　 (14.９.30現在) 　 (14.３.31現在) (13.９.30現在)

   【  負  債  の  部  】

流　　　動　　　負　　　債 〔 27,779 〕〔 19,327 〕〔 8,452 〕〔 11,471 〕
支 払 手 形 27 12 15 197
設 備 支 払 手 形 1,248 1,099 149 －
営 業 未 払 金 5,380 5,767 △ 386 5,693
短 期 借 入 金 3,727 3,755 △ 27 3,755
1 年 以 内 償 還 社 債 6,000 6,000 － －
1年以内償還転換社債 9,600 － 9,600 －
未 払 金 95 713 △ 617 83
前 受 金 351 306 44 281
預 り 金 670 1,034 △ 364 754
未 払 法 人 税 等 222 160 61 207
賞 与 引 当 金 455 477 △ 21 498

固　　　定　　　負　　　債 〔 24,671 〕〔 34,233 〕〔△ 9,561 〕〔 41,086 〕
社 債 14,000 14,000 － 20,000
転 換 社 債 － 9,600 △ 9,600 9,600
長 期 借 入 金 － － － 427
長 期 預 り 金 7,893 7,776 116 8,062
繰 延 税 金 負 債 － － － 151
退 職 給 付 引 当 金 2,378 2,392 △ 13 2,415
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 399 463 △ 64 429

  負     債     合     計 52,451 53,560 △ 1,109 52,558

   【  資  本  の  部  】

資        　本   　　    金 〔 － 〕〔 7,847 〕〔△ 7,847 〕〔 7,847 〕
資 本 金 － 7,847 △ 7,847 7,847

法  　定 　 準 　 備 　金 〔 － 〕〔 7,153 〕〔△ 7,153 〕〔 7,153 〕
資 本 準 備 金 － 5,660 △ 5,660 5,660
利 益 準 備 金 － 1,492 △ 1,492 1,492

剰　　　 　　余　　　　　金 〔 － 〕〔 16,933 〕〔△ 16,933 〕〔 17,024 〕
配 当 準 備 積 立 金 － 1,500 △ 1,500 1,500
特 別 償 却 積 立 金 － 53 △ 53 53
圧 縮 記 帳 積 立 金 － 698 △ 698 698
別 途 積 立 金 － 13,600 △ 13,600 13,600
中間 (当期 )未処分利益 － 1,081 △ 1,081 1,173
（うち中間 (当期 )純利益）  ( － )  ( 396 )  ( △ 396 )  ( 221 )

評 　価  　差　  額  　金 〔 － 〕〔 326 〕〔△ 326 〕〔 915 〕
その他有価証券評価差額金 － 326 △ 326 915

自　　　己　　　株　　　式 〔 － 〕〔△ 0 〕〔 0 〕〔 － 〕
自 己 株 式 － △ 0 0 －

 資     本     合     計 － 32,259 △ 32,259 32,940

資   　　 　本   　 　　 金 7,847 － 7,847 －

資   本　  剰　  余　  金 〔 5,660 〕〔 － 〕〔 5,660 〕〔 － 〕
資 本 準 備 金 5,660 － 5,660 －

利　 益　　剰　　余　　金 〔 18,411 〕〔 － 〕〔 18,411 〕〔 － 〕
配 当 準 備 積 立 金 1,500 － 1,500 －
特 別 償 却 積 立 金 37 － 37 －
圧 縮 記 帳 積 立 金 895 － 895 －
別 途 積 立 金 13,600 － 13,600 －
中間 (当期 )未処分利益 2,378 － 2,378 －
（うち中間 (当期 )純利益）  ( 276 )  ( － )  ( 276 )  ( － )

その他有価証券評価差額金 80 － 80 －

自　  　己　 　株　　 　式 △ 0 － △ 0 －

 資     本     合     計 31,999 － 31,999 －

 負 債 及 び 資 本 合 計 84,450 85,820 △ 1,370 85,499
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２．中 間 損 益 計 算 書
   　　　　　　単位 : 百万円(百万円未満切捨)

          期      別  　 前年中間期 前　　　 期

(14.４.１～ (13.４.１～ 増       減 (13.４.１～
 科      目 　　　14. 9. 30)  　　 13. 9. 30)  　　 14.３. 3１)

営    業    収    益 ( 22,688 ) ( 24,185 ) ( △ 1,496 ) ( 46,838 )

保 管 料 2,114 2,150 △ 35 4,195

営 荷 役 料 1,319 1,416 △ 97 2,662

経 荷 捌 料 6,169 6,625 △ 456 13,037

業 陸 上 運 送 料 10,562 11,361 △ 799 21,727

不 動 産 賃 貸 料 1,976 2,001 △ 24 3,991

常 損 そ の 他 547 630 △ 82 1,224

営    業    原    価 ( 20,245 ) ( 22,084 ) ( △ 1,838 ) ( 42,474 )

益 作 業 費 15,430 16,940 △ 1,510 32,412

損 賃 借 料 819 918 △ 99 1,799

の 人 件 費 1,066 1,152 △ 86 2,262

減 価 償 却 費 781 819 △ 37 1,656

益 部 そ の 他 2,147 2,252 △ 104 4,342

販売費及び一般管理費 ( 1,590 ) ( 1,577 ) ( 12 ) ( 3,069 )

   営    業    利    益 852 523 329 1,294

の 営  業  外   収  益 ( 383 ) ( 356 ) ( 26 ) ( 712 )

受取利息 ･ 配 当 金 315 306 9 559

為 替 差 益 － － － 81
部 そ の 他 67 50 17 72

営  業  外   費  用 ( 393 ) ( 357 ) ( 35 ) ( 709 )

支 払 利 息 275 282 △ 6 562

そ の 他 117 75 42 146

          経     常     利     益 843 522 320 1,297

特   別    利   益 ( 22 ) ( 112 ) ( △ 89 ) ( 1,142 )

固 定 資 産 売 却 益 22 112 △ 89 860

圧縮記帳資産圧縮額戻入益 － － － 197

そ の 他 － － － 84

特   別    損   失 ( 368 ) ( 253 ) ( 115 ) ( 1,776 )

固 定 資 産 処 分 損 338 － 338 952

投資有価証券評価損 30 253 △ 223 737

そ の 他 － － － 85

496 381 115 663

220 160 60 400

－ － － △ 132

276 221 55 396

609 952 △ 342 952

1,492 － 1,492 －

－ － － 266

2,378 1,173 1,205 1,081

法人税､住民税及び事業税

当中間期

中 間 配 当 額

中間 ( 当 期 ) 未 処分利益

法 人 税 等 調 整 額

中 間 （ 当 期 ) 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

利 益 準 備 金 減 少 額

特

別

損

益

の

部

営

業

外

損

益

の

部

税引前中間（当期）純利益
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３．中間財務諸表作成のための基本となる事項
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

    ① 満期保有目的の債券……償却原価法（定額法）

　　② 子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法

　　③ その他有価証券

　　　･ 時価のあるもの…中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入

　　　　　　　　　　　　法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　　　･ 時価のないもの…移動平均法による原価法

（2）たな卸資産の評価基準および評価方法…個別法による原価法

（3）固定資産の減価償却の方法

　　①　有形固定資産…定率法により償却。なお､建物（附属設備を除く）の償却方法は、従来

　　　  定率法によっていたが、近時の既設､計画中の設備投資に対する収益と費用の均等化を

　　　　図るために、当中間期より平成10年4月1日以降の取得建物については、定額法に変更

　　　　した。

　　　　　なお、この変更により、従来の方法に比べ、減価償却費が29百万円減少し、営業利益、

　　　　経常利益及び税引前中間純利益はそれぞれ同額増加している。　　

　　②　無形固定資産…定額法により償却。なお、自社利用のソフトウェアについては､社内に

　　　　おける見込利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用している。

（4）繰延資産の償却方法…社債発行費は商法の規定に基づき３年間で均等償却している。

（5）引当金の計上基準

　　① 貸倒引当金……………債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

　　 　倒実績率により、貸倒懸念債権等については個別に債権の回収の可能性を勘案し、回収

　　 　不能見込額を計上している。

　　② 賞与引当金……………従業員賞与の支給に備えるため、当中間会計期間に負担すべき支

　 　　給見込額を計上している。

　　③ 退職給付引当金………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付

　　   債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認めら

　　　 れる額を計上している。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平

　　　 均残存勤務期間内の一定の年数(5年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生年

　 　　度から費用処理している。

　　④ 役員退職慰労引当金…役員の退職慰労金の支出に備えて、当社内規に基づく当中間期末

　　 　要支給見積額を計上している。

（6）外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　　 外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益

　　 として処理している。

（7）リース取引の処理方法

　　 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

   　については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理をしている。

（8）消費税等の会計処理…税抜方式を採用している。

（追 加 情 報）

　　(自己株式及び法定準備金取崩等会計）

　　　　当中間期から｢自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準

　　　第1号）を適用している。これによる当中間期の損益に与える影響は軽微である。

　　　　なお､中間財務諸表等規則の改正により、当中間期における中間貸借対照表の資本の部

　　　については､改正後の中間財務諸表等規則により作成している。

　　　　前中間期において資産の部に計上していた「自己株式」(流動資産０百万円）は、当中

　　　間期末においては資本に対する控除項目としている。
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　 注 記 事 項 　

    【当中間期】　 　【前　 期】    【前年中間期】 

１.有形固定資産の減価償却累計額 25,732 百万円 25,808 百万円 24,082 百万円

２.偶発債務保 証 債 務 額 3,009 百万円 2,968 百万円 2,661 百万円
受 取 手 形 割 引 高 813 百万円 744 百万円 979 百万円

３.自己株式 0 百万円 0 百万円 0 百万円
   (2,065  株 )     (1,339  株 )       (121  株 )

４.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

 　① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額

取 得 価 額 相 当 額 1,089 百万円 1,578 百万円 1,586 百万円

減価償却累計額相当額 589 百万円 561 百万円 492 百万円

中間期末(期末)残高相当額 500 百万円 1,017 百万円 1,093 百万円

          (注) 取得価額相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の
   中間期末(期末)残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算
   定している｡

   ② 未経過リース料中間期末(期末)残高相当額

1 年 内 153 百万円 227 百万円 234 百万円

1 年 超 346 百万円 790 百万円 858 百万円

合 計 500 百万円 1,017 百万円 1,093 百万円

          (注) 未経過リース料中間期末（期末）残高相当額は、未経過リース料中間期末
   (期末)残高が有形固定資産の中間期末(期末)残高等に占める割合が低いた
   め、支払利子込み法により算定している｡

   ③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料 101 百万円 250 百万円 124 百万円

減価償却費相 当額 101 百万円 250 百万円 124 百万円

   ④ 減価償却費相当額の算定方法

          リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

－　5　－


